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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第79期中 第80期中 第81期中 第79期 第80期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 15,958 16,954 20,166 31,354 34,646

経常利益 (百万円) 321 684 1,065 597 1,500

中間(当期)純利益 (百万円) 72 61 657 60 409

純資産額 (百万円) 18,726 18,842 19,804 18,827 19,110

総資産額 (百万円) 44,037 42,588 45,727 42,409 43,765

１株当たり純資産額 (円) 127.55 128.35 134.92 128.24 130.18

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 0.49 0.42 4.48 0.41 2.77

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.5 44.2 43.3 44.4 43.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,756 429 885 2,058 928

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 990 △ 560 △ 5 △ 1,451 △ 269

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 190 △ 552 △ 303 △ 2,646 △ 1,210

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 5,052 1,795 2,502 2,437 1,927

従業員数 (名) 1,072 1,055 1,109 1,048 1,052



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。 

  

回次 第79期中 第80期中 第81期中 第79期 第80期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 11,188 11,978 14,580 22,155 24,665

経常利益 (百万円) 341 480 660 500 917

中間(当期)純利益 (百万円) 201 153 458 311 305

資本金 (百万円) 15,669 15,669 15,669 15,669 15,669

発行済株式総数 (株) 146,876,174 146,876,174 146,876,174 146,876,174 146,876,174

純資産額 (百万円) 19,315 19,661 20,314 19,547 19,735

総資産額 (百万円) 40,259 38,734 41,225 38,765 39,779

１株当たり純資産額 (円) 131.56 133.92 138.40 133.14 134.44

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 1.37 1.04 3.12 2.12 2.08

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) 0 0 0 0 0

自己資本比率 (％) 48.0 50.8 49.3 50.4 49.6

従業員数 (名) 454 463 489 460 467



２ 【事業の内容】 

当企業集団が営んでいる主な事業内容は、特殊鋼・金型及び工具・鋳鉄製品の製造・販売である。当中

間連結会計期間において主な事業内容の変更はなく、主要な関係会社の異動は、次のとおりである。 

［特殊鋼］ 

平成17年４月１日付で㈱カムス(連結子会社)は㈱緑熱処理(連結子会社)を合併した。(存続会社は㈱

カムス) 

［金型・工具］ 

異動はない。 

［鋳鉄］ 

撫順高周波鋳造有限公司は平成17年８月１日をもって合弁契約を解消し、出資持分をすべて譲渡した

ことにより、同日をもって持分法の適用対象から外れた。 

  

上記の企業集団等の状況についてセグメント別関係図を示すと次のとおりである。 

  

 

  



３ 【関係会社の状況】 

 平成17年４月１日付で㈱カムス(連結子会社)は㈱緑熱処理(連結子会社)を合併した。(存続会社は 

 ㈱カムス) 

  また、撫順高周波鋳造有限公司（持分法適用の関連会社）は平成17年８月１日をもって合弁契約 

  を解消し、出資持分をすべて譲渡した。 

  

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。)である。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)である。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

特殊鋼 761

金型・工具 145

鋳鉄 203

合計 1,109

従業員数(名) 489



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、順調であった輸出の減速など一部に足踏み状況が見られたもの

の、企業収益の改善や民間設備投資は堅調に推移し、雇用・所得環境が好転するのに伴い個人消費も持

ち直しの傾向を示すなど、総じて回復基調のなかで推移した。 

 一方世界経済においては、原油・原材料価格の高騰などが続いているものの、アメリカ経済は民間需

要に支えられ底堅く推移し、中国においては引き続き高い経済成長を維持しており、おおむね順調に推

移した。 

 鉄鋼業界においては、国内では自動車・産業機械・造船など製造業向けの需要が引き続き好調を維持

しているものの、中国を中心としたアジア地域への輸出が減少したことなどから、当上半期の粗鋼生産

は前年同期比0.7％増の5,680万トンとなった。 

 特殊鋼業界においても普通鋼同様、国内については自動車・産業機械などの製造業向けを中心に高水

準な生産を維持し、特殊鋼熱間圧延鋼材の生産は、前年同期比3.4％増の1,010万トンとなった。 

 このような状況の中で、当社グループは、自動車をはじめとした主要需要業界の旺盛な需要に対応す

べく、設備の能力および生産効率の最大化を図りながら、製品構成の高度化による収益力の向上を鋭意

推進してきた。 

 この結果、当中間連結会計期間の連結売上高は前年同期に比べ18.9％増加し、20,166百万円となっ

た。利益面については、原燃料の高どまりの影響があったが、製品構成の高度化及び生産性の改善とい

ったコスト削減に取り組んだ結果、連結経常利益は前年同期比55.5％増加の1,065百万円となり、連結

中間純利益は657百万円となった。 

 

 事業の種類別セグメントの業績は、次の通りである。 

 

＜特殊鋼＞ 

 主要需要業界である自動車関連産業、産業機械関連産業などからの受注増に対応した生産増加効果と

コストダウン効果、および工具鋼分野における各種ダイス鋼鍛鋼品や条鋼分野における高付加価値二次

加工品などの拡販に注力した結果、製品構成の高度化が進展し、特殊鋼部門全体では売上高は15,783百

万円(対前年同期比24.4％増)、営業利益は974百万円(対前年同期比123.5％増)となった。 

 

＜金型・工具＞ 

 売上高は1,432百万円(対前年同期比1.6％増)となったが、製品構成の変化等により営業利益は33百万

円(対前年同期比71.6%減)にとどまった。 

 

＜鋳鉄＞ 

 売上高は2,949百万円(対前年同期比3.3％増)、営業利益は230百万円(対前年同期比3.0％減)となっ

た。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動により885百万円増加し、投資活動



により５百万円減少し、財務活動により303百万円減少した。この結果、現金及び現金同等物は575百

万円の増加となり、当中間連結会計期間末には2,502百万円となった。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は、885百万円（前年同期比106.3％増）と

なった。 

 これは、税金等調整前中間純利益が1,015百万円と前年同期に比べ大幅に増加したことや、減価償却

費719百万円の計上、また、仕入債務が1,022百万円増加したこと等の増加要因があった一方で、売上債

権が587百万円増加したことや、たな卸資産が1,395百万円増加したこと等の減少要因によるものであ

る。 

  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、５百万円（前年同期比99.1％減）とな

った。 

 これは、有形固定資産の購入に723百万円使用したが、先期売却した土地の代金700百万円の未収代金

の回収があったこと等によるものである。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は、303百万円（前年同期比45.1％減）と

なった。 

 これは長期借入金の約定弁済を262百万円行ったこと等によるものである。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。
  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっている。 

２ 加工及び熱処理については、上記の集計に含めていない。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりである。 
  

 
２ 本表の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

特殊鋼 14,483 ＋23.6

金型・工具 1,445 ＋1.7

鋳鉄 2,828 ＋4.6

合計 18,756 ＋18.4

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

特殊鋼 15,601 ＋26.0 5,701 ＋11.2

金型・工具 1,461 ＋0.8 358 ＋10.3

鋳鉄 2,981 ＋4.3 418 ＋19.7

合計 20,044 ＋20.1 6,478 ＋11.7

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

特殊鋼 15,783 ＋24.4

金型・工具 1,432 ＋1.6

鋳鉄 2,949 ＋3.3

合計 20,166 ＋18.9

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

㈱神戸製鋼所 3,276 19.3 3,493 17.3

浅井産業㈱ 2,498 14.7 2,551 12.7



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)の事業上及び財務上の対処す

べき課題について、重要な変更はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)の研究開発活動は広い範囲でマーケットニーズを調査・探索し、ユ

ーザーニーズに立脚した新商品の研究開発を目的としている。 

各種金型用工具鋼、特殊合金材料、特殊ステンレス鋼などの新製品開発の実を挙げていくため、各製品

群ごとに開発・製造・販売各部門の連携をより一層強め、今後の当社グループの製品構造の高度化を推進

している。 

当中間連結会計期間の研究開発費は121百万円であり、主な活動状況は次のとおりである。 

(1) 特殊鋼事業 

主に日本高周波鋼業㈱が中心となって、下記項目に掲げる研究開発を行っている。新製品、新技術開

発における技術基盤の向上と幅を拡げるために、大学や公的研究機関との連携にも力を入れている。当

事業に係る研究開発費は111百万円である。 

 

 

 
(2) 金型・工具事業 

高周波精密㈱が担当し、自動車関連を主体に家電・食品産業向けなどの精密金型の製造技術・製造方

式の改善および非鉄素材の活用・新規産業分野進出のための技術検討・試作等の研究開発を推進してい

る。当事業に係る研究開発費は３百万円である。 

(3) 鋳鉄事業 

高周波鋳造㈱が担当し、新規開発商品である耐磨耗高クローム鋳鉄「エンデュア９００」・耐磨耗ラ

イナーおよび耐磨耗ローラーを高炉メーカーおよび特殊鋼メーカー向けに拡販を進めている。また、耐

熱耐磨耗鋳鉄の研究開発に着手し、実証実験の段階にある。当事業に係る研究開発費は６百万円であ

る。 

  

  

  

  

  

[工具鋼] 冷間金型、熱間金型、ダイカスト金型、プラスチック金型などの工具材料の新鋼種、

新用途の研究開発および金型用鋼の表面処理、熱処理技術の開発を行っている。ま

た、開発した高性能ダイカスト金型用鋼の拡販活動を推進している。

[特殊合金] 高強度材料、磁性材料、電子材料、耐食材料としての特殊ステンレス鋼や鉄基、ニッ

ケル基高合金の設計および製造技術開発を行っている。主な成果として、冷間鍛造用

電磁ステンレス鋼鋼線の開発があげられる。

[軸受鋼] オーディオ機器、コンピュータ用の高精度ベアリング用に適用される高清浄度軸受鋼

鋼線の二次加工技術の開発を行っている。



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、改修、除却等の計画はない。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 146,876,174 146,876,174
東京証券取引所
市場第一部

―

計 146,876,174 146,876,174 ― ―



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年９月30日 ― 146,876,174 ― 15,669 ― 1,728

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

㈱神戸製鋼所 神戸市中央区脇浜町２－10－26 75,753 51.57

日本証券金融㈱ 中央区日本橋茅場町１－２－10 7,163 4.87

浅井産業㈱ 大阪市北区梅田１－12－39 2,712 1.84

日本マスタートラスト信託 
銀行㈱（信託口）

港区浜松町２－11－３ 2,082 1.41

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
５０５０１９ 
（常任代理人 ㈱みずほコーポ
レート銀行兜町証券決済業務
室）

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518 
IFSC DUBLIN, IRELAND 
（中央区日本橋兜町６－７）

1,239 0.84

豊田通商㈱ 名古屋市中村区名駅４－９－８ 1,100 0.74

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱(信託口)

中央区晴海１－８－11 1,031 0.70

みずほ信託銀行㈱(信託Ｚ口) 中央区八重洲１－２－１ 566 0.38

資産管理サービス信託銀行㈱ 
(証券投資信託口)

中央区晴海１－８－12
晴海アイランドトリトン 
スクエアオフィスタワーＺ棟

506 0.34

㈱損害保険ジャパン 新宿区西新宿１－26－１ 495 0.33

計 ― 92,647 63.07



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が84,000株(議決権84個)含まれてい

る。 

２ 単元未満株式には当社所有の自己株式76株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) このほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)ある。

なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の中に含めている。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式   90,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

146,136,000
146,136 ―

単元未満株式
普通株式

650,174
― ―

発行済株式総数 146,876,174 ― ―

総株主の議決権 ― 146,136 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
日本高周波鋼業株式会社

東京都千代田区岩本町 
１―10―５

90,000 ― 90,000 0.06

計 ― 90,000 ― 90,000 0.06



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は東京証券取引所市場第一部によるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 162 162 177 175 248 278

最低(円) 140 144 149 162 171 223



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣

府令第５号) 附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成してい

る。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令

第５号) 附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、井上監査法人により中間監査を受けてい

る。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 1,641 1,017 1,541

   預入金 ※４ 154 1,484 385

   受取手形及び売掛金 8,123 9,469 8,882

   有価証券 21 ― ―

   たな卸資産 8,785 11,134 9,739

   繰延税金資産 ― 365 365

   その他 1,160 283 1,123

   貸倒引当金 △19 △16 △21

   流動資産合計 19,866 46.6 23,739 51.9 22,015 50.3

Ⅱ 固定資産

  有形固定資産 ※１

   建物及び構築物 ※２ 3,380 3,555 3,357

   機械装置 
   及び運搬具

※２ 8,539 8,477 8,377

   土地 ※２ 7,553 7,543 7,553

   建設仮勘定 157 109 285

   その他 229 242 206

  有形固定資産合計 19,860 19,928 19,781

  無形固定資産 32 87 26

  投資その他の資産

   投資有価証券 ※２ 2,044 1,592 1,382

   長期貸付金 766 145 763

   繰延税金資産 ― ― 74

   その他 558 452 569

   貸倒引当金 △541 △218 △847

  投資その他の資産計 2,828 1,972 1,941

  固定資産合計 22,721 53.4 21,987 48.1 21,749 49.7

   資産合計 42,588 100.0 45,727 100.0 43,765 100.0 



 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形及び買掛金 7,154 9,547 8,321

   短期借入金 ※２ 5,517 5,322 5,285

   一年以内に返済 
   される長期借入金

※２ 554 360 485

   未払法人税等 86 384 153

   賞与引当金 330 471 458

   その他 1,404 1,566 1,538

   流動負債合計 15,046 35.4 17,652 38.6 16,243 37.1

Ⅱ 固定負債

   社債 200 200 200

   長期借入金 ※２ 1,150 743 880

   繰延税金負債 179 11 ―

   再評価に係る 
   繰延税金負債

1,251 1,262 1,251

   退職給付引当金 5,315 5,502 5,498

   役員退職慰労引当金 107 115 135

   その他 495 435 446

   固定負債合計 8,699 20.4 8,271 18.1 8,412 19.2

   負債合計 23,746 55.8 25,923 56.7 24,655 56.3

(少数株主持分)

少数株主持分 ― ― ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 15,669 36.8 15,669 34.2 15,669 35.8

Ⅱ 資本剰余金 1,728 4.0 1,728 3.8 1,728 3.9

Ⅲ 利益剰余金 △721 △1.7 264 0.6 △374 △0.8

Ⅳ 土地再評価差額金 1,824 4.3 1,840 4.0 1,824 4.2

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金

261 0.6 309 0.7 185 0.4

Ⅵ 為替換算調整勘定 84 0.2 ― ― 82 0.2

Ⅶ 自己株式 △4 △0.0 △8 △0.0 △6 △0.0

   資本合計 18,842 44.2 19,804 43.3 19,110 43.7

   負債・少数株主持分 
   及び資本合計

42,588 100.0 45,727 100.0 43,765 100.0 



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 16,954 100.0 20,166 100.0 34,646 100.0 

Ⅱ 売上原価 14,486 85.5 16,993 84.3 29,480 85.1

   売上総利益 2,468 14.5 3,173 15.7 5,165 14.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,677 9.9 1,934 9.6 3,462 10.0

   営業利益 790 4.6 1,238 6.1 1,702 4.9

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 0 0 1

   受取配当金 19 14 26

   賃貸料 ― 22 41

   持分法による 
   投資利益

― 2 ―

   その他 117 133 172

    営業外収益計 137 0.8 173 0.9 242 0.7

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 88 76 176

   出向者人件費負担金 ― 61 90

   持分法による 
   投資損失

15 ― 4

   その他 138 208 173

    営業外費用計 242 1.4 346 1.7 444 1.3

   経常利益 684 4.0 1,065 5.3 1,500 4.3

Ⅵ 特別利益

   固定資産売却益 ※２ 164 ― 164

   投資有価証券売却益 ― ― 326

   貸倒引当金取崩益 ― ― 5

    特別利益計 164 1.0 ― ― 496 1.5

Ⅶ 特別損失

   退職給付債務変更時 
   差異償却額

228 ― 456

   たな卸資産廃却損 28 ― ―

   たな卸資産整理損 ― ― 660

   固定資産売廃却損 ※３ 115 ― 204

   減損損失 ※４ ― 10 ―

   ゴルフ会員権評価損 ― 3 4

   関係会社 
   出資金譲渡損

― 36 ―

   貸倒引当金繰入額 463 ― 773

   災害損失 ― ― 48

    特別損失計 837 4.9 50 0.2 2,148 6.2

   税金等調整前中間  
   (当期)純利益又は 
   純損失(△)

12 0.1 1,015 5.1 △151 △0.4

   法人税、住民税 

   及び事業税
※５ 57 0.3 357 1.8 113 0.3

   法人税等調整額 ※５ △107 △0.6 ― ― △674 △1.9

   中間(当期)純利益 61 0.4 657 3.3 409 1.2



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,728 1,728 1,728

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高

1,728 1,728 1,728

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △952 △374 △952

Ⅱ 利益剰余金増加高

   中間(当期)純利益 61 657 409

   非連結子会社の合併に 
   伴う増加高

13 ― 13

   土地再評価差額金取崩額 156 231 ― 657 156 579

Ⅲ 利益剰余金減少高

   役員賞与 0 2 0

   土地再評価差額金取崩額 ― 0 16 18 ― 0

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高

△721 264 △374



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期) 
   純利益又は純損失(△)

12 1,015 △ 151

   減価償却費 693 719 1,421

    減損損失 ― 10 ―

    たな卸資産整理損 ― ― 660

   有形固定資産売却益(△) △ 164 ― △ 164

   有形固定資産除却損 115 ― 204

   貸倒引当金の増減額 
   (減少：△)

463 △ 19 772

   退職給付引当金増減額 
   (役員含む)(減少：△)

99 △ 15 310

   賞与引当金増減額 
   (減少：△)

2 13 130

   投資有価証券売却損益 
   (利益：△)

― ― △ 326

    ゴルフ会員権評価損 ― 3 4

    関係会社出資金譲渡損 ― 36 ―

   持分法による投資損益 
   (利益：△)

15 △ 2 4

   受取利息及び受取配当金 △ 19 △ 15 △ 28

   支払利息 88 76 176

   売上債権の増減額 
   (増加：△)

△ 529 △ 587 △ 1,289

   たな卸資産の増減額 
   (増加：△)

△ 836 △ 1,395 △ 2,450

   仕入債務の増減額 
   (減少：△)

521 1,022 1,608

   その他資産負債の増減額 17 60 188

   未払消費税等の増減額 
   (減少：△)

△ 34 44 △ 68

    小計 446 966 1,001

   法人税等の支払額 △ 16 △ 81 △ 73

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

429 885 928

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得 
   による支出

△ 528 △ 723 △ 1,131

   有形固定資産の売却 
   による収入

― 700 ―

   貸付による支出 △ 54 ― △ 54

   貸付金の回収による収入 3 2 6

   投資有価証券の取得 
   による支出

△ 0 △ 0 △ 1

    投資有価証券の売却 
    又は償還による収入

― ― 883

   利息及び配当金の受取額 19 15 28

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 560 △ 5 △ 269



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入による収入 276 39 471

   短期借入金の返済 
   による支出

△ 212 △ 2 △ 638

   長期借入による収入 131 ― 131

   長期借入金の返済 
   による支出

△ 659 △ 262 △ 998

   自己株式の取得による支出 △ 0 △ 1 △ 3

   利息の支払額 △ 87 △ 76 △ 173

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 552 △ 303 △ 1,210

Ⅳ 現金及び現金同等物 
  の増減額(減少：△)

△ 683 575 △ 551

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の期首残高

2,437 1,927 2,437

Ⅵ 非連結子会社合併による 
  現金及び現金同等物の増加額

41 ― 41

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

1,795 2,502 1,927



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社の数 ８社

  当該連結子会社名 高

周波鋳造㈱、高周波精密

㈱、㈱東北コアセンタ

ー、㈱カムス、㈱緑熱処

理、エヌケイメックス

㈱、エヌケイ精線㈱、ケ

イ・エス・テクノワーク

㈱

  なお、㈱カムスは平成

16年４月１日付で㈱因幡

テクノ(非連結子会社)を

合併している。(存続会

社㈱カムス)

(1) 連結子会社の数 ７社

  当該連結子会社名 高

周波鋳造㈱、高周波精密

㈱、㈱東北コアセンタ

ー、㈱カムス、エヌケイ

メックス㈱、エヌケイ精

線㈱、ケイ・エス・テク

ノワーク㈱

  

  なお、㈱カムスは平成

17年４月１日付で㈱緑熱

処理(連結子会社)を合併

している。(存続会社㈱

カムス)

(1) 連結子会社の数 ８社

  当該連結子会社名 高

周波鋳造㈱、高周波精密

㈱、㈱東北コアセンタ

ー、㈱カムス、㈱緑熱処

理、エヌケイメックス

㈱、エヌケイ精線㈱、ケ

イ・エス・テクノワーク

㈱

  連結子会社のうち、㈱

緑熱処理は、平成17年４

月１日付で㈱カムスと合

併している。(存続会社

㈱カムス)

２ 持分法の適用に関

する事項

(1) 持分法適用の関連会社

１社

  撫順高周波鋳造有限公

司

(1) 持分法適用の関連会社

０社

     撫順高周波鋳造有限

公司は平成17年８月１

日をもって合弁契約を

解消し、出資持分をす

べて譲渡したことによ

り、同日をもって持分

法の適用対象から外れ

ている。

(1) 持分法適用の関連会社

１社

  撫順高周波鋳造有限公司

(2) 持分法を適用していな

い非連結子会社及び関連

会社(２社 主な関連会

社㈱北熱)は、それぞれ

中間連結純損益及び中間

連結利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用

範囲から除外している。

(2) 持分法を適用していな

い関連会社２社(主な関

連会社 ㈱北熱)はそれ

ぞれ中間連結純損益及び

中間連結利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重

要性がないため、持分法

の適用から除外してい

る。

(2) 持分法を適用していな

い関連会社２社(主な関

連会社 ㈱北熱)はそれ

ぞれ連結純損益及び連結

利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がない

ため、持分法の適用から

除外している。

(3) 上記持分法適用会社

は、中間決算日が中間連

結決算日と異なるが、当

該会社の中間会計期間に

係る中間財務諸表を使用

している。

(3)    － (3) 上記持分法適用会社

は、連結決算日と異なる

が、当該会社の事業年度

に係る財務諸表を使用し

ている。

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

 すべての連結子会社の中

間期の末日は、中間連結決

算日と一致している。

同左  すべての連結子会社の決

算日は、連結決算日と一致

している。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 (イ)有価証券

  A)満期保有目的の債券

   ……償却原価法

  B)その他有価証券

   時価のあるもの

   ……中間決算日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価

差額は全部資本

直入法により処

理し、売却原価

は移動平均法に

より算定)

   時価のないもの

   ……移動平均法によ

る原価法

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 (イ)有価証券

  A)満期保有目的の債券

   ……同左

  B)その他有価証券

   時価のあるもの

   ……同左

   時価のないもの

   ……同左

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 (イ)有価証券

  A)満期保有目的の債券

   ……同左

  B)その他有価証券

   時価のあるもの

   ……期末日の市場価

格等に基づく時

価法(評価差額

は全部資本直入

法により処理

し、売却原価は

移動平均法によ

り算定)

   時価のないもの

   ……同左

 (ロ)たな卸資産

   製品、半製品、原材

料、仕掛品、貯蔵品

  ……

   主として総平均法に

よる原価法

 (ロ)たな卸資産

同左

 (ロ)たな卸資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 (イ)有形固定資産

   主として定率法(当

社富山製造所機械及び

装置は定額法)によっ

ている。

   ただし、平成10年４

月１日以降取得した建

物(建物附属設備を除

く)については、定額

法によっている。

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりであ

る。

   建物及び構築物

６～50年

   機械装置及び車輌運

搬具    ４～15年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 (イ)有形固定資産

同左

   

   

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 (イ)有形固定資産

同左

 (ロ)無形固定資産

   定額法を採用してい

る。

   なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用してい

る。

 (ロ)無形固定資産

同左

 (ロ)無形固定資産

同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を検討して回収不

能見込額を計上してい

る。

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

同左

 ② 賞与引当金

   従業員に対する賞与

の支払に充てるため、

将来の支給見込額に基

づき計上している。

 ② 賞与引当金

同左

 ② 賞与引当金

同左

 ③ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ている。

   なお、会計基準変更

時差異(2,281百万円)

については、５年によ

る均等償却額を費用処

理している。

   過去勤務債務につい

ては、その発生時に一

括処理している。

   数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(15

年)による定額法によ

り、翌連結会計年度か

ら費用処理することと

している。

 ③ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ている。 

 過去勤務債務につい

ては、その発生時に一

括処理している。 

 数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(15

年)による定額法によ

り、翌連結会計年度か

ら費用処理することと

している。

   

   

   

 ③ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、計

上している。

   なお、会計基準変更

時差異(2,281百万円)

については、５年によ

る均等償却額を費用処

理している。

   過去勤務債務につい

ては、その発生時に一

括処理している。

   数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(15

年)による定額法によ

り、翌連結会計年度か

ら費用処理することと

している。

 ④ 役員退職慰労引当金

   役員の退職に際し支

給する退職金に充てる

ため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上

している。

 ④ 役員退職慰労引当金

同左

 ④ 役員退職慰労引当金

   役員の退職に際し支

給する退職金に充てる

ため、内規に基づく期

末要支給額を計上して

いる。



 
  

会計処理の変更 

  

 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の直

物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益

として処理している。な

お、在外関連会社の資産

及び負債は中間決算日

(ただし、在外関連会社

の中間決算日は平成16年

６月30日)の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は資本の部にお

ける為替換算調整勘定に

含めている。

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の直

物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益

として処理している。

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、期末日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処

理している。なお、在外

関連会社の資産及び負債

は決算日(ただし、在外

関連会社の決算日は平成

16年12月31日)の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は資本の部

における為替換算調整勘

定に含めている。

(5) 重要なリース取引の処
理方法

  リース物件の所有権が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計
処理によっている。

(5) 重要なリース取引の処
理方法

同左

(5) 重要なリース取引の処
理方法

同左

(6) その他中間連結財務諸
表作成のための基本と
なる重要な事項

 ① 消費税等の会計処理
   税抜方式によってい
る。

(6) その他中間連結財務諸
表作成のための基本と
なる重要な事項

 ① 消費税等の会計処理
同左

(6) その他連結財務諸表作
成のための基本となる
重要な事項

 ① 消費税等の会計処理
同左

 ② 連結納税制度の適用
   連結納税制度を適用
している。

 ② 連結納税制度の適用
同左

 ② 連結納税制度の適用
同左

５ 中間連結キャッシ
ュ・フロー計算書
(連結キャッシュ・
フロー計算書)にお
ける資金の範囲

 手許現金、要求払預金及
び３ヵ月以内に期限が到来
する流動性の高い、容易に
換金可能であり、かつ価格
変動について僅少なリスク
しか負わない短期的な投資
からなっている。

同左 同左

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

―  (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日)) 及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」 (企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号) 

を適用している。 

 これにより税金等調整前中間純利

益が10百万円減少している。

―



表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

― (中間連結損益計算書関係) 

 前中間連結会計期間において、

「営業外収益」の「その他」に含め

ていた「賃貸料」は重要性が増加し

たため、当中間連結会計期間から区

分掲記することとしている。

―

―  前中間連結会計期間において、

「営業外費用」の「その他」に含め

ていた「出向者人件費負担金」は重

要性が増加したため、当中間連結会

計期間から区分掲記することとして

いる。

―

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上してい

る。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が36百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益

が、36百万円減少している。

―
(外形標準課税制度)  

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が70百万円増加し、営業利益、経常

利益が同額減少し、税金等調整前当

期純損失が、同額増加している。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、43,605百万円である。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、43,754百万円である。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、43,261百万円である。

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は、次

のとおりである。

建物及び 
構築物

2,637百万円

機械装置 6,839

土地 7,342

投資有価証券 275

  計 17,094百万円

   担保付債務は次のとおりであ

る。

短期借入金 5,096百万円

長期借入金 1,366

  計 6,462百万円

 

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は、次

のとおりである。

建物及び
構築物

2,473百万円

機械装置 6,755

土地 5,925

投資有価証券 425

  計 15,581百万円

   担保付債務は次のとおりであ

る。

短期借入金 4,946百万円

長期借入金 895

  計 5,841百万円

 

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は、次

のとおりである。

建物及び
構築物

2,521百万円

機械装置 6,720

土地 5,852

投資有価証券 346

  計 15,440百万円

   担保付債務は次のとおりであ

る。

短期借入金 4,946百万円

長期借入金 1,094

  計 6,040百万円

 

 ３ 受取手形割引高は、848百万

円である。

 ３ 受取手形割引高は、734百万

円である。

 ３ 受取手形割引高は、934百万

円である。

※４ 神戸製鋼グループの資金効率

向上を目的として、コベルコフ

ィナンシャルセンター㈱に預入

れた運用資金である。

※４     同左 ※４     同左



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

ある。

運送費 405百万円

給与手当及び 
福利費

609百万円

賞与引当金 
繰入額

23百万円

不動産賃借料 87百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

ある。

運送費 518百万円

給与手当及び
福利費

698百万円

退職給付
引当金繰入額

44百万円

賞与引当金
繰入額

27百万円

不動産賃借料 88百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

ある。

運送費 875百万円

給与手当及び 
福利費

1,250百万円

退職給付
引当金繰入額

39百万円

減価償却費 20百万円

賞与引当金
繰入額

49百万円

不動産賃借料 179百万円

※２ 固定資産売却益は土地売却益

である。

※２     － ※２ 固定資産売却益は、土地の売

却によるものである。

※３ 固定資産売廃却損の主なもの

は、機械装置の廃却損107百

万円である。

※４     － 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

※３     － 

  

 

※４ 減損損失 

   当社グループは事業の種類別 

   セグメント及び遊休資産を単 

   位としたグルーピングにより 

   減損損失の認識を行ってい  

   る。 

   下記の遊休土地については、 

   ここ数年の間に時価が著しく 

   下落したため、減損損失を計 

   上することとした。 

   なお、当該土地の回収可能額 

   は正味売却価額により測定し 

   ており、固定資産税評価額に 

   より評価している。

場所 用途 種類
減損損失

計上額

 埼玉県  遊休 土地 10百万円

 比企郡  不動産

 川島町

※３ 固定資産廃却損の主なもの

は、機械装置の廃却損169百

万円である。

※４     － 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

※５     － 

 

※５ 当中間連結会計期間における

   税金費用については、簡便法 

   により計算しているため、法 

   人税等調整額は「法人税、住 

   民税及び事業税」に含めて表 

   示している。なお、前中間連 

   結会計期間の法人税等調整額 

   は、土地再評価差額金取崩に 

   伴う再評価に係る繰延税金負 

   債の取崩額である。

※５     － 

 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲載される

科目の金額との関係

(平成16年９月30日)

現金及び預金勘定 1,641百万円

預入金 154百万円

現金及び現金同等物 1,795百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲載される

科目の金額との関係

(平成17年９月30日)

現金及び預金勘定 1,017百万円

預入金 1,484百万円

現金及び現金同等物 2,502百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲載される科目の金

額との関係

(平成17年３月31日)

現金及び預金勘定 1,541百万円

預入金 385百万円

現金及び現金同等物 1,927百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額
機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

1,796 134 1,930

減価償却 
累計額 
相当額

756 82 839

中間期末 
残高相当額

1,039 51 1,091

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額
機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

1,973 358 2,331

減価償却 
累計額 
相当額

867 121 988

中間期末 
残高相当額

1,106 236 1,343

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額
機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額
相当額

1,928 381 2,309

減価償却
累計額 
相当額

868 119 987

期末残高
相当額

1,059 261 1,321

なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定している。

同左 なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定している。

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 263百万円

１年超 827

合計 1,091百万円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 314百万円

１年超 1,028

合計 1,343百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 295百万円

１年超 1,026

合計 1,321百万円

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定している。

同左    なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

いる。

 ③ 当期の支払リース料

154百万円

減価償却費相当額 154百万円

 ③ 当期の支払リース料

245百万円

減価償却費相当額 245百万円

 ③ 当期の支払リース料

294百万円

減価償却費相当額 294百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価のない主な有価証券の内容 

  

 
  

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 国債・地方債等 ― ― ―

(2) 社債 ― ― ―

(3) 金融債 21 21 0

合計 21 21 0

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 939 1,379 440

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 939 1,379 440

中間連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券 ―

(2) その他有価証券

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 664



当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価のない主な有価証券の内容 

  

 
  

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 405 927 522

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 405 927 522

中間連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券 ―

(2) その他有価証券

  非上場株式 664



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

有価証券 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価のない主な有価証券の内容 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

当社グループは、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいて

もデリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はない。 

  

  

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 404 717 313

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 404 717 313

連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券 ―

(2) その他有価証券

  非上場株式 664



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
  

特殊鋼 
(百万円)

金型・工具
(百万円)

鋳鉄
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

12,689 1,410 2,855 16,954 ― 16,954

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 12,689 1,410 2,855 16,954 (―) 16,954

営業費用 12,252 1,293 2,617 16,163 (―) 16,163

営業利益 436 117 237 790 (―) 790

特殊鋼 
(百万円)

金型・工具
(百万円)

鋳鉄
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

15,783 1,432 2,949 20,166 ― 20,166

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 15,783 1,432 2,949 20,166 (―) 20,166

営業費用 14,809 1,399 2,719 18,927 (―) 18,927

営業利益 974 33 230 1,238 (―) 1,238



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分している。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 特殊鋼…………鍛鋼品(ダイス鋼、プラスチック金型用鋼、その他精密鍛造材) 

 特殊鋼圧延鋼材・同二次加工品(軸受鋼、特殊ステンレス鋼、特殊合金) 

 その他(加工品、ビレット、その他) 

(2) 金型・工具……各種金型及び金型部品、各種特殊工具、完成バイト、付刃バイト、精密バイト、一般切 

 削工具 

(3) 鋳鉄……………自動車部品、建設機械部品、合金鉄製造用の鋳型等各種鋳物製品(ダクタイル鋳物、普通 

 鋳物) 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成

17年４月１日 至平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31

日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地

別セグメント情報の記載を省略している。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成

17年４月１日 至平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31

日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  

特殊鋼 
(百万円)

金型・工具
(百万円)

鋳鉄
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

26,130 2,874 5,641 34,646 ― 34,646

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 26,130 2,874 5,641 34,646 (―) 34,646

営業費用 24,967 2,656 5,320 32,943 (―) 32,943

営業利益 1,163 218 321 1,702 (―) 1,702



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

  

項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

１株当たり純資産額 128円35銭 134円92銭 130円18銭

１株当たり中間(当期)純利益 0円42銭 4円48銭 2円77銭

 なお、潜在株式調整後

１株当たり中間純利益金

額については、潜在株式

が存在していないため記

載していない。

同左  なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式

がないため記載していな

い。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 61 657 409

普通株主に帰属しない金額 
(百万円)

― ― 2

(うち利益処分による役員賞与金 
(百万円))

― ― (2) 

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円)

61 657 406

普通株式の期中平均株式数(千株) 146,812 146,792 146,806



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 204 387 239

   預入金 ※５ ― 994 156

   受取手形 1,524 971 1,249

   売掛金 5,578 6,944 6,374

   有価証券 21 ― ―

   たな卸資産 6,930 8,990 7,926

   繰延税金資産 ― 238 238

   その他 1,333 302 1,417

   貸倒引当金 △13 △13 △14

   流動資産合計 15,579 40.2 18,816 45.6 17,588 44.2

Ⅱ 固定資産

  有形固定資産 ※１

   建物 ※２ 2,654 2,733 2,605

   機械及び装置 ※２ 7,724 7,685 7,628

   土地 ※２ 7,122 7,111 7,122

   建設仮勘定 154 105 273

   その他 ※２ 624 686 592

  有形固定資産計 18,280 18,323 18,222

  無形固定資産 16 11 10

  投資その他の資産

   投資有価証券 ※２ 3,709 3,252 3,045

   関係会社長期貸付金 1,128 615 1,096

   その他 371 336 344

   貸倒引当金 △352 △131 △527

  投資その他の資産計 4,857 4,073 3,958

  固定資産合計 23,154 59.8 22,408 54.4 22,191 55.8

   資産合計 38,734 100.0 41,225 100.0 39,779 100.0



前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形 3,057 4,332 3,742

   買掛金 2,088 2,432 2,363

   短期借入金 ※２ 5,042 4,996 4,996

   一年以内に返済される 
      長期借入金

※２ 399 268 356

   未払金 332 529 369

   未払法人税等 32 207 64

   未払消費税等 25 44 ―

   賞与引当金 179 260 262

   設備関係支払手形 299 583 379

   その他 801 729 920

   流動負債合計 12,258 31.6 14,383 34.9 13,454 33.8

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 ※２ 882 613 712

   退職給付引当金 4,569 4,648 4,692

   役員退職慰労引当金 56 74 71

   繰延税金負債 176 106 22

   再評価に係る繰延税金負債 643 654 643

   その他 487 429 446

   固定負債合計 6,814 17.6 6,527 15.8 6,589 16.6

   負債合計 19,073 49.2 20,910 50.7 20,044 50.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 15,669 40.5 15,669 38.0 15,669 39.4

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 1,728 1,728 1,728

   資本剰余金合計 1,728 4.5 1,728 4.2 1,728 4.3

Ⅲ 利益剰余金

   中間(当期)未処分利益 1,072 1,667 1,225

   利益剰余金合計 1,072 2.8 1,667 4.1 1,225 3.1

Ⅳ 土地再評価差額金 938 2.4 954 2.3 938 2.4

Ⅴ その他有価証券評価差額金 256 0.6 303 0.7 180 0.4

Ⅵ 自己株式 △4 △0.0 △8 △0.0 △6 △0.0

   資本合計 19,661 50.8 20,314 49.3 19,735 49.6

   負債及び資本合計 38,734 100.0 41,225 100.0 39,779 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 11,978 100.0 14,580 100.0 24,665 100.0

Ⅱ 売上原価 10,668 89.1 12,766 87.6 21,835 88.5

   売上総利益 1,309 10.9 1,814 12.4 2,830 11.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 864 7.2 1,026 7.0 1,826 7.4

   営業利益 445 3.7 788 5.4 1,004 4.1

Ⅳ 営業外収益 ※１ 430 3.6 340 2.3 668 2.7

Ⅴ 営業外費用 ※２ 395 3.3 468 3.2 755 3.1

   経常利益 480 4.0 660 4.5 917 3.7

Ⅵ 特別利益 ※３ 193 1.6 ― ― 525 2.1

Ⅶ 特別損失 ※4,6 625 5.2 13 0.1 1,692 6.8

   税引前中間(当期)純利益 

   又は純損失(△)
49 0.4 646 4.4 △249 △1.0

   法人税、住民税及び事業税 ※７ △119 △1.0 188 1.3 △231 △0.9

   法人税等調整額 ※７ 16 0.1 ― ― △323 △1.3

   中間(当期)純利益 153 1.3 458 3.1 305 1.2

   土地再評価差額金取崩額 △23 △16 △23

   前期繰越利益 943 1,225 943

   中間(当期)未処分利益 1,072 1,667 1,225



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及
び評価方法

(1) 有価証券
  満期保有目的の債券
   ……償却原価法
  子会社株式及び関連会
社株式

   ……移動平均法によ
る原価法

  その他有価証券
   時価のあるもの
    ……中間決算日の

市場価格等に
基づく時価法
(評価差額は
全部資本直入
法により処理
し、売却原価
は移動平均法
により算定)

   時価のないもの
    ……移動平均法に

よる原価法

(1) 有価証券
 満期保有目的の債券
  ……同左
 子会社株式及び関連会
社株式
  ……同左

 その他有価証券
  時価のあるもの
   ……同左

  時価のないもの
   ……同左

(1) 有価証券
 満期保有目的の債券
  ……同左
 子会社株式及び関連会
社株式
  ……同左

 その他有価証券
  時価のあるもの
   ……期末日の市場

価格等に基づ
く時価法(評
価差額は全部
資本直入法に
より処理し、
売却原価は移
動平均法によ
り算定)

  時価のないもの
   ……同左

(2) 棚卸資産
  製品、半製品、原材
料、仕掛品、貯蔵品…総
平均法による原価法によ
っている。

(2) 棚卸資産
同左

(2) 棚卸資産
同左

２ 固定資産の減価償
却の方法

(1) 有形固定資産
  定率法を採用してい
る。ただし、富山製造所
の機械装置及び平成10年
４月１日以降取得した建
物(建物附属設備は除く)
については、定額法を採
用している。
  なお、主な耐用年数は
以下のとおりである。
  建物及び構築物

６～50年
  機械装置及び車輌運搬
具

４～15年

(1) 有形固定資産
同左

(1) 有形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
  定額法を採用してい
る。
  なお、自社利用のソフ
トウェアについては、社
内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法を
採用している。

(2) 無形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
  債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個
別に回収可能性を検討し
て回収不能見込額を計上
している。

(1) 貸倒引当金
同左

(1) 貸倒引当金
同左

(2) 賞与引当金
  従業員に対する賞与の
支払に充てるため、将来
の支給見込額に基づき計
上している。

(2) 賞与引当金
同左

(2) 賞与引当金
同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるために、当事業年度

末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し

ている。

  なお、会計基準変更時

差異(2,100百万円)につ

いては、５年による均等

償却額を費用処理してい

る。

  過去勤務債務について

は、その発生時に一括処

理している。

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(15年)による定

額法により、翌事業年度

から費用処理することと

している。

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるために、当事業年度

末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し

ている。 

 過去勤務債務について

は、その発生時に一括処

理している。 

 数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(15年)による定

額法により、翌事業年度

から費用処理することと

している。

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、計上している。

  なお、会計基準変更時

差異(2,100百万円)につ

いては、５年による均等

償却額を費用処理してい

る。

  過去勤務債務について

は、その発生時に一括処

理している。 

 数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(15年)による定

額法により、翌事業年度

から費用処理することと

している。

(4) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

出に備えるために、役員

退職慰労金の内規に基づ

く中間期末要支給額を計

上している。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

出に備えるために、役員

退職慰労金の内規に基づ

く期末要支給額を計上し

ている。

４ 外貨建の資産又は

負債の本邦通貨へ

の換算基準

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

いる。

同左  外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理してい

る。

５ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってい

る。

同左 同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る事項

(1) 消費税等の処理方法

  消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっている。

  なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は相殺

し、流動負債に未払消費

税等として表示してい

る。

(1) 消費税等の処理方法

同左

(1) 消費税等の処理方法

  消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっている。

(2) 連結納税制度の適用

  連結納税制度を適用し

ている。

(2) 連結納税制度の適用

同左

(2) 連結納税制度の適用

同左



会計処理の変更 

 
  

追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

―  (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日)) 及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」 (企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 

企業会計基準適用指針第６号) を適

用している。 

 これにより税引前中間純利益が10

百万円減少している。

―

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

  

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が27百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が、27百

万円減少している。

―
(外形標準課税制度) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」(平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が54百万円増加し、営業利益、経常

利益が同額減少し、税引前当期純損

失が、同額増加している。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

37,809百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

38,091百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

37,657百万円

 

 

※２ 担保資産

  担保差入資産

建物 2,217百万円

機械及び装置 6,675

土地 6,785

投資有価証券 275

その他 286

計 16,240百万円

  上記のうち、工場財団設定分

建物 2,147百万円

機械及び装置 6,675

土地 5,889

その他 286

計 14,999百万円

  上記の担保資産に対する債務

短期借入金 4,896百万円

長期借入金 1,078

高周波鋳造㈱ 
長期借入金

127

(うち工場 
財団分

5,517   )

計 6,101百万円

 

 

※２ 担保資産

  担保差入資産

建物 2,001百万円

機械及び装置 6,628

土地 5,368

投資有価証券 425

その他 273

計 14,698百万円

  上記のうち、工場財団設定分

建物 1,927百万円

機械及び装置 6,628

土地 4,274

その他 273

計 13,105百万円

  上記の担保資産に対する債務

短期借入金 4,896百万円

長期借入金 723

高周波鋳造㈱
長期借入金

52

(うち工場
財団分

5,143   )

計 5,671百万円

 

 

※２ 担保資産

  担保差入資産

建物 2,037百万円

機械及び装置 6,576

土地 5,294

投資有価証券 346

その他 277

計 14,532百万円

  上記のうち、工場財団設定分

建物 1,969百万円

機械及び装置 6,576

土地 4,399

その他 277

計 13,222百万円

  上記の担保資産に対する債務

短期借入金 4,896百万円

長期借入金 887

高周波鋳造㈱ 
長期借入金

66

(うち工場
財団分

5,294   )

計 5,850百万円

 ３ 保証債務

   下記会社及び従業員の金融機

関からの借入金に対し、保証を

行っている。

高周波鋳造㈱ 
(借入金)

324百万円

従業員 
(厚生資金)

7

計 331百万円

 ３ 保証債務

   下記会社及び従業員の金融機

関からの借入金に対し、保証を

行っている。

高周波鋳造㈱
(借入金)

77百万円

従業員 
(厚生資金)

3

計 80百万円

 ３ 保証債務

   下記会社及び従業員につき、

金融機関からの借入金に対し、

保証を行っている。

高周波鋳造㈱ 
(借入金)

96百万円

従業員
(厚生資金)

4

計 101百万円

 ４ 受取手形割引高 182百万円  ４ 受取手形割引高 182百万円  ４ 受取手形割引高 182百万円

※５ 神戸製鋼グループの資金効率

向上を目的として、コベルコフ

ィナンシャルセンター㈱に預入

れた運用資金である

※５ 同左



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 5百万円

配当金 156百万円

賃貸料 179百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 4百万円

配当金 94百万円

賃貸料 155百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 10百万円

配当金 164百万円

賃貸料 348百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 71百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 58百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 135百万円

 

※３ 特別利益

土地売却益 193百万円
 

※３     － ※３ 特別利益

投資有価証券 
売却益

326百万円

貸倒引当金
取崩益

5百万円

土地売却益 193百万円

 

※４ 特別損失のうち主要なもの

退職給付債務変更 
時差異償却額

210百万円

貸倒引当金繰入額 304百万円

機械装置廃却損 101百万円
 

※４ 特別損失

ゴルフ会員権
評価損

3百万円

減損損失 10百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの

退職給付債務変更 
時差異償却額

420百万円

貸倒引当金繰入額 485百万円

機械装置廃却損 154百万円

たな卸資産整理損 540百万円

出資金評価損 14百万円

ゴルフ会員権 
評価損

4百万円

災害損失 48百万円

 ５ 減価償却実施額

(1) 有形固定資産 601百万円

(2) 無形固定資産 5百万円

 ５ 減価償却実施額

(1) 有形固定資産 605百万円

(2) 無形固定資産 1百万円

 ５ 減価償却実施額

(1) 有形固定資産 1,204百万円

(2) 無形固定資産 12百万円

※６     － 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

  
 

※６ 減損損失 

   当社は事業の種類別セグメン 

   ト及び遊休資産を単位とした

   グルーピングにより減損損失

   の認識を行っている。 

   下記の遊休土地については、 

   ここ数年の間に時価が著しく

   下落したため、減損損失を計

   上することとした。 

   なお、当該土地の回収可能額 

   は正味売却価額により測定し

   ており、固定資産税評価額に

   より評価している。

場所 用途 種類
減損損失

計上額

 埼玉県  遊休 土地 10百万円

 比企郡  不動産

 川島町

※６     － 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

  

※７     － ※７ 当中間会計期間における税金 

   費用については、簡便法によ 

   り計算しているため、法人税 

   等調整額は「法人税、住民税 

   及び事業税」に含めて表示し 

   ている。なお、前中間会計期 

   間の法人税等調整額は、土地 

   再評価差額金取崩に伴う再評 

   価に係る繰延税金負債の取崩 

   額である。

※７     －



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額
機械及 
び装置 
(百万円)

その他 
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額

684 23 707

減価償却 
累計額 
相当額

231 15 246

中間期末 
残高相当額

453 7 460

 
 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額
機械及
び装置 
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額

547 231 779

減価償却 
累計額 
相当額

262 48 311

中間期末 
残高相当額

285 182 467

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額
機械及
び装置 
(百万円)

その他 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額
相当額

600 171 771

減価償却
累計額 
相当額

268 36 304

期末残高
相当額

331 135 466

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高の有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。

同左   なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高の有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定している。

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 107百万円

１年超 352

合計 460百万円

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高の有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ている。

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 115百万円

１年超 352

合計 467百万円

同左

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 111百万円

１年超 355

合計 466百万円

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 50百万円

減価償却費相当額 50百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 61百万円

減価償却費相当額 61百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 109百万円

減価償却費相当額 109百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはない。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 133円92銭 138円40銭 134円44銭

１株当たり中間(当期)純利益 1円 4銭 3円12銭 2円 8銭

 なお、潜在株式調整後

１株当たり中間純利益金

額については、潜在株式

が存在していないため記

載していない。

同左  なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式

がないため記載していな

い。

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 153 458 305

普通株主に帰属しない金額 
(百万円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円)

153 458 305

普通株式の期中平均株式数(千株) 146,812 146,792 146,806



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

 
  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第80期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月30日 
関東財務局長に提出



該当事項はない。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月24日

日本高周波鋼業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本高周波鋼業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日本高周波鋼業株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

  

 

井上監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  和  田  光  郎  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  萱  嶋  秀  雄  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

る。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月26日

日本高周波鋼業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本高周波鋼業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日本高周波鋼業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

 追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用して中

間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

  

 

井上監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  萱  嶋  秀  雄  ㊞

業務執行社員 公認会計士  三  宅  正  彦  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

る。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

  

平成16年12月24日

日本高周波鋼業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本高周波鋼業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第80期事業年度の中間会計

期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中

間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日本高周波鋼業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

  

 

井上監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  和  田  光  郎  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  萱  嶋  秀  雄  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

る。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

  

平成17年12月26日

日本高周波鋼業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本高周波鋼業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第81期事業年度の中間会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中

間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日本高周波鋼業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

 

 追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用して中間財

務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

  

 

井上監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  萱  嶋  秀  雄  ㊞

業務執行社員 公認会計士  三  宅  正  彦  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

る。
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